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番号 事業名 会計 款 項 目 説明事業

B2
退職手当 総務費 人事管理費 退職手当

職員の退職手当に関する条例 宣言項目   

分野施策   

１　事業概要 ５　事業説明

２　事業主体及び負担区分

　（県１０／１０）

３　地方財政措置の状況

　普通交付税の各単位費用において給与費として算入

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

予算額

財　　源　　内　　訳

一般財源
県　債

決定額 △213,753 △213,753 5,768,487

現計額 5,982,240 500,000 5,482,240

平成29年度予算見積調書(2月補正予算)
課室名:

担当名:

内線: (単位：千円)

一般会
計

総務管
理費

事 業
期 間

昭和28年度～ 根 拠
法 令

　職員の退職手当に関する条例に基づき、職員に退職手
当を支給するために必要な経費を計上する。

職員の退職手当に関する条例の改正に基づく支給水準の
引下げ及び退職者数が見込みを下回ったことによる減額
。
（１）退職手当　　△213,753千円

（１）事業内容
　　退職手当　　5,982,240千円
　　職員に退職手当を支給するために必要な経費　　

（２）事業計画
　　職員の退職手当に関する条例に基づき、退職手当を支給する。

（３）事業効果
　　職員に退職手当が支給される。

（４）補正予算の概要
　　支給水準の引下げ及び退職者数が見込みを下回り、不用額が生じることが見込まれるため、減額の補正を行う。
　　執行見込額－当初予算額＝△213,753千円

　9,500千円×1.1人=10,450千円

　組織の新設、改廃及び増員　なし

補正後の
予算額

― 総務部 B2 ―
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